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拡 
県立病院施設整備関連事業 

≪医務保険課≫ 
1,437,417千円 

趣   旨 

県立総合医療センター機能強化に向け、令和 6 年度に策定する施設整備基本計画に基

づき、病院用地の整備と病院施設の設計に取り組みます。 

事業の概要 

 拡県立病院用地整備事業 

  ・新病院建設用地の取得及び造成設計 

 ○県立病院機構運営費負担金 

  ・病院施設の設計 

 

 

 

≪県立総合医療センター≫ 

４ 安心を支える医療と介護の充実・強化 



【新興・再興感染症の拡大等に備えた体制の強化】 
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新 

 

 

 

 

感染症危機対応力強化事業 

感染症対応力強化施設・設備整備事業 

感染症情報発信・周知啓発推進事業 

感染症予防対策事業 

感染症医療対策事業 

感染症発生動向調査事業 

  ≪健康増進課≫ 

110,085千円 

補正 168,492千円 

6,036千円 

43,000千円 

79,812千円 

43,579千円 

  

趣   旨 

新型コロナウイルス感染症対応への経験を踏まえ、次の新たな感染症の発生・まん延

による健康危機に確実に対応するため、「山口県感染症予防計画」等に基づき、関係機関

連携による保健医療提供体制の整備を始めとした、総合的な感染症対策に取り組みます。 

事業の概要 

◇感染症危機対応力強化事業 

＜医療提供体制＞ 

〇感染症医療提供体制の整備 

    新たな感染症の発生・まん延時、県との協定に基づき入院病床や発熱外来などを 

整備する医療機関の、体制の維持管理に向けた取組への支援 

・各医療職種を対象とした、研修会の開催などによる最新知見の伝達 

 

      

    

 

＜検査体制＞ 

〇環境保健センターでの病原体の検査・分析体制の強化 

    感染症の技術的・専門的機関である環境保健センターにおける、新たな感染症の 

発生初期からまん延時まで対応可能な、検査・分析能力の強化 

・年次計画的な検査機器の整備や必要となる検査用資機材の備蓄 

＜保健所体制＞ 

〇地域保健の対策拠点となる保健所の体制・機能の強化 

新たな感染症による健康危機発生時、地域における保健医療対策の 

中核的な拠点となる、保健所の計画的な体制・機能の強化 

・感染症危機時に保健所の専門業務を支援するＩＨＥＡＴ要員※1の確保・養成 

・新型コロナ対応で培ったネットワークを活かした、地域の医療機関等との連絡 

会議や研修会の開催などによる、顔の見える連携体制の維持・強化 

※1 感染症発生・まん延時、地域の保健師等の専門職が保健所等の業務を支援する仕組み 

感染症指定医療機関 

〇病床 40床 

 

感染症指定医療機関 ＋ 協定締結医療機関 

〇病    床 約 700床   

〇発熱外来 約 600機関 

〇自宅や施設等での療養者支援 など 

 

＜感染症医療提供体制（イメージ）＞ 

【平 時】 

【新たな感染症の発生・まん延時】 

 協定履行 
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＜専門人材の養成等＞ 

〇感染症に対応する専門人材の計画的な確保養成と資質の向上 

新たな感染症に対する平時からの備えや、危機発生時に必要となる対策を機動的 

に実施するため、感染症対応専門人材の中長期的な確保養成・資質の向上を実施 

・国立感染症研究所等の専門的研修への職員派遣（短期・長期） 

・行政や医療職種ごとの、実際の感染症危機を想定した実践的訓練等の実施 

 

＜平時からの連携体制と有事の初動対応体制＞ 

〇平時からの連携体制の確保 

県感染症対策連携協議会の開催による、感染症危機に備えた 

各体制の維持運営や対策等についての協議・検討 

 

〇感染症危機発生時の初動対応体制の確保 

新たな感染症による危機発生初期に、協定締結医療機関が 

初動対応として実施する、入院病床や発熱外来の整備に伴う、 

通常診療の減収に対する公費支援の実施 

 

◇感染症対応力強化施設・設備整備事業 

新たな感染症の発生・まん延時、入院病床や発熱外来などを 

整備する協定締結医療機関が、平時より感染対策として実施す 

る施設・設備整備に対する、国の経済対策事業を活用した経費 

補助の実施 

 

 新感染症情報発信・周知啓発推進事業 

 社会環境の変化など現下の感染症を取り巻く課題を踏まえ、県民等の、多くの感染

症に対するリテラシーの向上と、感染症の発生・まん延防止に向けた危機管理意識の

醸成のため、感染症についての正しい知識・情報を効果的・戦略的に発信 

 

○一般県民に向けた、現下の感染動向に基づく正しい情報の発信等 

 ・外部専門家の知見も活用した、注意すべき感染症等に係る啓発 

  動画の作成 

・動画共有サービスのインストリーム広告を活用した、啓発対象層 

へのピンポイントな情報発信 

 

○乳幼児・高齢者・在留外国人など、特別な配慮が必要な方への注意喚起 

 ・対面機会等を通じた、リーフレットによる効果的な啓発の実施 
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◇感染症予防対策事業 

感染症全般についての、発生予防やまん延防止などに向けた総合的な対策の実施 

 

  〇感染症発生予防・まん延防止対策 

   ・感染患者の積極的疫学調査や、患者家族の健康診断等の実施 

   ・密入国者や緊急避難船舶等に対する検疫の実施 

   ・災害時に市町の実施する消毒等の費用負担 

 

  〇新型インフルエンザ等への対策 

   ・新型インフルエンザ等の感染症対策に向けた抗ウイルス薬の備蓄 

   ・新たな感染症の発生・まん延に備えた個人防護具の備蓄 

 

◇感染症医療対策事業 

感染症患者に対する適切な医療提供に向けた各種支援の実施 

 

  〇感染症患者の医療費公費負担 

   ・入院患者の入院医療費等についての保険適用による自己負担分への公費支援 

 

  ○感染症指定医療機関への運営費補助 

   ・感染症指定医療機関が突発的な感染患者の発生に備え、常時の受入体制を維持管

理するために必要となる経費への補助 

 

◇感染症発生動向調査事業 

病原体検査のための検体収集などにより、感染症の発生動向を調査・解析し、県民 

や医療関係者等に分かりやすく情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       山口県感染症情報システム 感染症の発生に備えた訓練の様子 



【新興・再興感染症の拡大等に備えた体制の強化】 

61 

 
感染管理体制強化事業 

≪医療政策課≫ 
8,000千円 

趣   旨 

  県内で感染管理の要となる認定看護師を養成し、県全体の感染管理体制を強化します。 

 

事業の概要 

○感染管理認定看護師養成研修事業 

①研修会 

【研修内容】山口県立大学において、日本看護協会が認定 

      する感染管理認定看護師の養成研修を開講 

      日本看護協会が定める教育科目 801時間 

       うち、398時間は e-ラーニング 

【研修期間】1年以内 

【対 象 者】県内の病院等に勤務する看護師、実務経験５年以上の看護師 等 

【定  員】15名 

 

 

 

 

 

 

 

 

②感染管理認定看護師地域活動体制整備 

・地域の感染管理認定看護師の資質向上に向けた研修 

・医療機関や施設等で活用できる感染症マニュアルの作成 

・感染症発生時の圏域ごとの活動整理・ガイドラインの作成 等 

 



【地域医療を支える医師・歯科医師・薬剤師・看護職員等の養成・確保】 
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新 

 

 

若手医師確保総合対策事業 

医師就業環境整備総合対策事業 

医師派遣体制確保重点支援事業 

救急勤務医支援事業 

≪医療政策課≫ 

274,599千円 

37,478千円 

81,000千円 

28,000千円 

 

趣   旨 

  県内医師の高齢化が進む中、若手医師の確保に重点を置いた医師確保策を推進すると

ともに、働き方改革を踏まえた勤務環境の整備など、勤務医の処遇改善に取り組む医療

機関を支援することにより、医師の確保・充実を図ります。 

事業の概要 

 ◇若手医師確保総合対策事業 

   医師の各養成過程に応じた、総合的な若手医師確保策を重点的に実施 
 

医学生 

(6年間) 

臨床研修医 

(2年間) 

専攻医 

(3～5 年間) 
勤務医 

    

○医師修学資金貸与事業 

将来、県内の公的医療機関等で診療に従事する医学生に対し、修学資金を貸与 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸与の種類 貸与額 
貸与 

期間 
貸与枠 返還義務免除条件 

入
学
連
動
枠 

緊急医師確保対策枠 
(対象)山口大学推薦枠 

入学者 

月 額 

20万円 
６年 ５人 

９年間（うち４年間は過疎
地域の病院）、知事指定医
療機関に医師として勤務 

地域医療再生枠 
(対象)山口大学推薦枠 

入学者 

月 額 

15万円 
６年 10人 

９年間、知事指定医療機関
に医師として勤務 

重点医師確保対策枠 
(対象)山口大学推薦枠 

入学者 

月 額 

15万円 
６年 ２人 

９年間、知事指定医療機関
に特定診療科（小児科、産
婦人科、外科等）の医師と
して勤務 

公
募
枠 

特定診療科枠・外科枠 
(対象)県内出身の医学生 

（１～６年生） 

月 額 

15万円 

６年 

以内 
８人 

貸与期間の１．５倍の期間、
知事指定医療機関に特定診
療科（小児科、産婦人科、
外科等）の医師として勤務 

自治医科大学枠 
(対象)県内出身の医学生 

（１～６年生） 

月 額 

５万円 

６年 

以内 
８人 

貸与期間の１．５倍の期間、
知事指定医療機関等で医師
として勤務 

県内でのキャリア形成を促進 県内定着 
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○地域医療支援センター運営事業 

    県と山口大学が連携して設置する「地域医療支援センター」において、修学資金 

貸与者支援と医師不足病院への医師の効果的な配置を実施 

・医師不足状況等の把握 

・医師不足病院支援と医師のキャリア形成支援 

・医学部１年生を対象とした県内公的医療機関等の病院見学会の開催 

・高校生等を対象とした地域医療に触れるセミナーの開催 

・情報発信と相談対応 

  ○医師臨床研修等推進事業 

    県、県医師会、臨床研修病院が連携して設置する「山口県医師臨床研修推進セ 

   ンター」において、県内の臨床研修体制の強化や臨床研修医への支援を実施 

・医学生・研修医に対するキャリア形成プランを示す合同説明会の開催 

・県外で開催される臨床研修病院合同説明会への出展 

・病院現地見学会の開催への支援 

 ○専攻医等確保対策強化事業 

   県内の関係機関が連携・協力体制を構築し、山口大学医学部生や県内の臨床研 

   修医等の若手医師に対し、本県の専門研修プログラムの魅力を発信 

・臨床研修・専門研修ガイドブックの作成・配布 

    ・外科医の手術手技向上に資する設備整備への支援 

 ◇医師就業環境整備総合対策事業 

過酷な勤務状況にある病院勤務医等の就業環境改善、女性医師の出産・育児等に

よる離職防止やキャリア支援のため、病院勤務医等の勤務環境の整備を促進 

  ＜病院勤務医等の就業環境整備に取り組む医療機関への支援＞ 

産科医、新生児医療担当医等への手当支給や働きやすい職場環境整備に取り組む医

療機関への助成 

   ○女性医師就労環境改善事業 

   ○産科医等確保支援事業 

   ○産科医等育成支援事業 

   ○新生児医療担当医確保支援事業 

   ○地域医療勤務環境改善体制整備事業 

  ＜育児との両立、女性医師のキャリア形成等に関する相談窓口の設置＞ 

    育児・勤務の両立支援を行う保育相談員（県医師会）や女性医師のキャリアアッ

プを支援する女性医師コーディネーター（山口大学）を配置 

   ○女性医師キャリアアップ支援事業 

○女性医師保育等支援事業 
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 新医師派遣体制確保重点支援事業 

地域医療提供体制の確保を図りながら、医師の働き方改革を推進するため、長時

間労働医師が所属する医療機関に対する医師派遣や、多領域の研修を行う専門研修基

幹施設等の勤務環境改善の取組を支援 

〇医師の教育研修を担い、勤務医の労働時間が長時間に及ぶ医療機関に対し、勤

務環境改善に向けた体制整備を支援 

〇勤務医の労働時間が長時間に及ぶ医療機関へ医師派遣を行う医療機関を支援 

 ◇救急勤務医支援事業 

宿日直を行う医師が救急患者を診察した結果、入院による加療が必要と判断された

患者ひとりにつき、医療機関から支給される救急勤務医手当について、一部を助成 

 

【制度の概要】 

区  分 内   容 

支給要件 ①救急病院・診療所 

②宿日直医師の診断による入院患者の発生 

③就業規則等への当該手当の明記 

④既存の手当の減額は不可（振替不可） 

支 給 額 診察による入院患者ひとりについて、3,000円 

実施主体 医師に対し宿日直を命じた医療機関 

県補助率 1/3（2/3は関係医療機関等が負担） 
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地域歯科保健医療連携推進事業 

≪健康増進課≫ 
15,687千円 

趣   旨 

障害者や要介護者の歯科診療体制の整備とともに、在宅歯科保健医療の充実を図るた

め、関係機関の連携体制を強化するとともに、専門知識と技術をもった人材の確保・育

成に取り組みます。 

事業の概要 

○障害者・要介護者歯科診療体制事業 

   障害者や要介護者の状態に合わせた歯科診療提供の体制整備及び人材育成 

   ・山口県口腔保健センターを中心とした関係機関同士の連携体制の強化 

   ・障害者・要介護者医療技術向上研修の実施 

 

○在宅歯科保健医療連携室整備運営事業 

  高齢化の進展に伴い重要性が増している在宅歯科保健医療の機能強化を推進 

・在宅歯科保健医療連携室の機能強化及び在宅医療圏ごとの設置 

   ・在宅歯科医療の経験豊富な歯科衛生士の配置 

   ・在宅歯科医療に係る普及啓発 

 

○歯科衛生士復職支援強化事業 

  訪問歯科診療等に対応できる即戦力として、離職している歯科衛生士の復職を支援 

   ・復職に向けた研修会の開催や復職支援に係る情報発信 

 

○歯科保健体制強化事業 

  質の高い歯科専門職の養成・確保に向けた体制整備 

 

○山口歯科保健医療提供体制推進事業 

   歯科医療資源の確保に向けて、調査・研究事業や検討会開催を実施 

   ・山口歯科保健医療提供体制検討会の開催 

   ・歯科医療提供体制の構築のための調査・研究を実施 
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地域医療を担う若手薬剤師確保・育成事業 

≪薬務課≫ 
11,088千円 

趣   旨 

薬学生の県内就職活動前から定着後のスキルアップまで一貫した支援を行うことによ

り、多様化・高度化する医療ニーズに的確に対応できる若手薬剤師の確保・育成を総合

的に推進します。 

事業の概要 

＜一貫した薬剤師確保対策の推進＞ 

○薬剤師確保支援体制の構築 

・関係団体、大学、行政で構成する「薬剤師確保検討チーム」の運営 

・施設紹介やイベント情報の発信により、地域の病院・薬局とそこで働く魅力を見え

る化するマッチング・交流プラットフォーム「やまぐち薬剤師ネット」の運営 

・「やまぐち薬剤師就職相談支援センター」による県内就職を希望する薬学生・薬剤

師からの相談対応の支援 

・薬学的サイエンスカフェや病院・薬局体験ツアー、就職説明会の開催など薬学生と

薬剤師の交流促進の支援 

○奨学金返還補助制度による支援 

・急性期等の病院及びへき地薬局に就職する薬学生等の奨学金返還を補助 

【募集人員】 病院５名、薬局２名 

【対象期間】 ５年間 

【補助上限】 288千円／年 

＜多様で高度化した医療ニーズに対応できる薬剤師の育成＞ 

○薬剤師のスキルアップを支援 

・県共通の人材育成プログラムの展開 

・多職種との情報連携研修等の実施 
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看護師等修学資金貸与事業 

看護師等養成事業 

看護職員確保促進事業 

看護職員県内定着促進事業 

看護職員資質向上推進事業 

医療勤務環境改善支援事業 

≪医療政策課≫ 

104,890千円 

179,708千円 

20,884千円 

3,530千円 

34,235千円 

112,678千円  

趣   旨 

看護職員の確保定着を図るため、看護学生の県内定着対策、看護職員の離職防止や再

就業支援、専門性の高い看護師の育成支援、看護職員の勤務環境改善等に取り組みます。 

事業の概要 

◇看護師等修学資金貸与事業 

 新卒看護職員の県内就業・定着を図るため、県内医療機関等において看護業務に従

事しようとする看護学生に対し、修学上必要な資金を貸与 

◇看護師等養成事業 

 看護師等養成所の教育内容を充実し、質の高い看護職員を養成するため、県内の看

護師等養成所の運営費を助成 

◇看護職員確保促進事業 

 中高生等を含めた幅広い情報発信を行うとともに、看護職員の離職防止や再就業を促進 

 ○プレナース発掘事業 

・中高生等を対象とした１日ナース体験等による看護の普及啓発の実施 

 ○やまぐちナースネット事業 

・看護の総合情報サイトによる看護の魅力や県内医療機関等の情報発信 

 ○ナースセンター事業 

・ナースセンター（県看護協会）における無料職業紹介、再チャレンジ研修 

○看護職員再就業支援相談会事業 

・看護職員の確保が困難な中小病院等の採用活動を支援するため、中小病院等の魅力

の紹介や潜在看護職員とのマッチングを行う就職相談会を実施 

新県内医療機関魅力発信事業 

・県内医療機関における医療人材確保のため、学生に対し県内医療機関の魅力を伝え

るフェアを開催 

 

◇看護職員県内定着促進事業 

 県内看護職員の更なる確保・定着を図るため、200床未満の中小病院等への就業や県

外看護学生等のＵターンを支援 
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○中小病院等看護職員確保支援事業 

  ・中小病院等が実施する就職支度金の一部を助成 

○県外看護学生Ｕターン応援事業 

    ・県外看護学生等が県内中小病院等に就業した場合、奨学金返還額の一部を助成 

◇看護職員資質向上推進事業 

 看護学生の臨地実習体制の強化や、病院等が行う新人看護職員研修への支援、特定

行為を行う看護師や認定看護師等専門性の高い看護師の育成支援等を実施 

  ○実習指導強化推進事業 

    ・実習指導者の養成、臨地実習の体制強化のための研修等の実施 

  ○新人看護職員研修事業 

   ・病院等が行う新人看護職員の臨床研修に対する支援の実施 

  ○特定行為研修派遣助成事業 

   ・特定行為研修に看護師を派遣する病院等に対する研修費の助成 

  ○認定看護師課程派遣助成事業 

   ・認定看護師教育課程に看護師を派遣する病院に対する研修費の助成 

  ○看護教員養成講習会事業 

   ・専任教員養成講習会に看護師等を派遣する施設に対する研修費の助成 

  ○認定看護師等活躍推進事業 

   ・社会福祉施設等への訪問指導や県民の健康づくり活動の推進など、認定看護師 

等が幅広く活躍できる登録・派遣体制を構築 

 ◇医療勤務環境改善支援事業 

 医師・看護師等医療従事者の離職防止や医療安全の確保を図るため、県内医療機関

における勤務環境改善への取組を支援 

○医療勤務環境改善支援センター運営体制整備事業 

 ・医療勤務環境改善支援センターによるアドバイザー派遣や相談支援の実施 

○勤務環境改善研修会事業 

 ・勤務環境改善に向けた研修会の実施 

 ○病院職員の子育てサポート 

   ・病院内保育所に対する運営費の助成 

 

 

 
 

 
 

看
護
職
員
の
確
保
定
着 

潜在看護職員 

□医療勤務環境改善支援事業 

  
  

医師等 
医療従事者 

□看護職員確保促進事業 

看護学生 

中高生等 

看護職員 

□看護職員資質向上推進事業 

□看護師等養成事業 

□看護師等修学資金貸与事業 

□看護職員県内定着促進事業 
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持続可能なへき地医療促進事業 

≪医療政策課≫ 
81,885千円 

趣   旨 

  医療資源が限られる山村・離島等のへき地において、持続可能な医療提供体制の確保

を促進します。 

事業の概要 

 ＜医師の確保＞ 

  〇地域医療を担う医業承継支援事業 

   ・医業承継の推進、支援事業・支援体制の検討 

   ・医業承継に関するセミナー、相談会の開催 

   ・へき地における医業承継後の施設設備整備等への補助 

  〇地域医療を支える医師確保促進事業 

・民間の医師専門人材紹介会社を活用し、医師不足が深刻なへき地への医師派遣体

制を構築 

  〇ドクタープール事業 

・本県での勤務を希望する県外医師等を県職員として採用し、へき地の公的医療機関

に派遣 

＜医師の養成・定着＞ 

  〇医師少数区域等における認定医師の勤務推進事業 

   ・医師少数区域等において「医師少数区域経験認定医師制度」を活用した認定医師

の研修費等を補助 

  〇へき地医療人材養成・定着促進事業 

 ・へき地で勤務する総合診療専攻医の養成経費への補助 

 ・へき地で勤務しながら研究も可能となる「フェローコース」の設置・運営経費への補助 

＜医療資源の効率的活用＞ 

〇地域医療デジタル改革加速化事業 

   ・へき地における、遠隔での現地医師に対する診療支援や、医師が現地に不在の場合

に行うオンライン診療で使用できる機器整備への補助 

 

 

 

 

 

○へき地医療支援機構運営事業 

 ・県内における広域的なへき地医療対策について企画・調整を行うへき地医療支援機構の運営 



【効率的で質の高い医療提供体制の確保】 

70 

拡 

ドクターヘリ運航支援事業 

救急休日夜間医療対策事業 

≪医療政策課≫ 

344,923千円 

117,857千円 

 

趣   旨 

県民に必要な救急医療や災害医療が提供できるよう、ドクターヘリの円滑な運航へ

の支援や、救急医療体制の核となる救命救急センター等の機能強化、災害時における

関係機関の連携体制の充実等に取り組みます。 

事業の概要 

 ◇ドクターヘリ運航支援事業 

 ドクターヘリ運航に要する

経費を助成することにより、迅

速な救急医療と適切な高度医

療を県内全域に提供 

 

 

 

 

 

 ◇救急休日夜間医療対策事業 

   地域における救急医療や災害医療の提供体制の充実に向けた取組を実施 

  ＜救急医療＞ 

   ・救命救急センターや病院群輪番制病院における設備整備等への助成 

   ・病院前救護体制の充実を図るための救急救命士病院実習受入への助成 

  ＜災害医療＞ 

   ・災害発生時に、二次医療圏単位で医療提供体制等のコーディネートを行う人材 

    （地域災害医療コーディネーター）の養成研修の実施 

   ・災害時の迅速な対応に向けた本部運営訓練の実施 

   ・県内災害医療関係者の連携体制の構築（災害医療関係者連絡調整会議の開催） 

   新災害支援ナースの研修や派遣調整の実施 

 

 

 

被災地（A 医療圏） 

被災地（B 医療圏） 

地域災害医療コーディネーター 

・被害状況の把握 

・応援チームの受入れ、配分の調整 

・医療提供体制の不足状況の把握と

確保のための支援  等 

他県からの 

応援 

調整 

県庁（医療本部） 

県災害医療 

コーディネーター 

県内他医療圏 

からの応援 

(被災地外) 



【効率的で質の高い医療提供体制の確保】 

71 

 

 

 

 

 

 

 

女性と働く世代のがん検診キャンペーン推進事業 

がん検診受診促進強化対策事業 

がん医療体制整備事業 

がん患者ＱＯＬ向上支援事業 

≪医療政策課≫ 

ＨＰＶワクチン接種促進事業 

≪健康増進課≫ 

12,000千円 

20,903千円 

50,597千円 

18,938千円 

 

5,128千円 

 

趣   旨 

「第４期山口県がん対策推進計画」に基づき、「がんの予防・早期発見の推進」、「がん

医療の質の向上」、「がん患者及び家族等の療養生活の質（ＱＯＬ）の向上」を図るため、

総合的ながん対策に取り組みます。 

事業の概要 

◇女性と働く世代のがん検診キャンペーン推進事業 

がん検診受診率の向上に向けて、女性を対象とした普及啓発を強化するとともに、

職場でのがん検診の受診を促進 

＜女性のがん検診取組強化＞ 

〇やまぐち３０７０・ピンクリボンキャンペーン 

・やまぐち３０７０運動の啓発促進 

・ＳＮＳなどを活用した若い女性向け情報発信の強化 

・やまぐちピンクリボン月間（10月）における普及啓発や、30代女性の子宮頸がん

検診受診率 70％を目指す「３０７０・ピンクリボンキャンペーン」の実施 

＜職場等への働きかけ＞ 

〇大人のがん教育 

・職域検診の受診促進に向けた、事業所に対する出張講座の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンマルナナマル 



72 

◇がん検診受診促進強化対策事業 

がんの早期発見・早期治療のため、検診受診率向上に向けた取組を実施 

＜意識啓発＞ 

〇がん検診普及啓発・受診勧奨強化事業 

・がん征圧月間（９月）における全県的なキャンペーン等の実施 

・職域で受診機会のない被扶養者（家族）に対する市町がん検診の周知・啓発 

＜受診しやすい環境整備＞ 

〇休日等がん検診受診促進事業 

・県内全域における休日・平日夜間のがん検診実施体制の確保（９月～12月実施） 

【対象検診】 

休  日 乳がん・子宮頸がん（一次検診）大腸がん（要精密検査） 

平日夜間 乳がん・子宮頸がん（一次検診） 

＜がん検診の精度管理＞ 

〇がん検診精度管理強化事業 

・検診精度向上のための検査従事者への専門講習会等の実施 

 

 ◇がん医療体制整備事業 

様々ながんの病態に応じて質の高いがん医療を受けることができるよう、人材育成

や体制整備を推進するとともに、全国がん登録の実施体制の整備を推進 

＜がん拠点病院体制整備＞ 

〇がん診療連携拠点病院機能強化事業 

・がん診療連携拠点病院等が行う人材

育成や、ネットワーク構築への支援 

〇がん医療人材育成事業 

・がん専門医等の資格取得に係る経費

助成 

〇がん診療施設施設・設備整備事業 

・施設・設備整備への助成 

＜緩和ケアの推進＞ 

〇緩和ケア推進事業 

・がん診療に携わる医師に対する緩和ケアの基礎的な知識習得のための研修会や、

県民対象の講演会の実施 

＜がん登録の推進＞ 

〇がん登録推進事業 

・全国がん登録制度の運営やがん登録担当者に対する専門的研修会の実施 

 

注①がん診療連携拠点病院 

②地域がん診療病院 

③特定領域がん診療連携推進病院（肺がん） 
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◇がん患者ＱＯＬ向上支援事業 

がん患者と家族が抱える不安や悩みに応え、生活の質（ＱＯＬ）の向上を支援する

ための取組を実施 

＜相談支援等＞ 

〇がん相談支援体制強化事業 

・がん患者と家族の多様な悩みに対応する「山口県がん総合相談窓口」の設置 

〇がん患者支援事業 

・がん経験者による相談支援（ピア・サポート）推進のための研修の実施 

＜アピアランスケアの推進＞ 

〇アピアランスケア推進事業 

・アピアランスケアや就労支援等の相談支援の推進 

・アピアランスケア用品の購入費の２分の１（上限３万円）を助成 

【助成対象用品】 

・全頭かつら、ケア帽子、胸部補整具、バスタイムカバー 

＜妊よう性温存治療への支援＞ 

○妊よう性温存治療費助成事業 

・小児、思春期・若年（ＡＹＡ世代）のがん患者が、将来に希望をもって治療に取

り組むことができるよう、妊よう性（生殖機能）温存治療及び温存後生殖補助医

療に係る費用の一部を助成 

【主な助成対象治療】 

・胚（受精卵）、未授精卵子、精子の凍結に係る治療 等 

・凍結した胚（受精卵）、未授精卵子、精子を用いた生殖補助医療 等 

 

◇ＨＰＶワクチン接種促進事業 

女性の妊娠・出産に大きく影響する子宮頸がん罹患を予防するため、ＨＰＶワクチ

ンの接種促進に向けた積極的勧奨を実施 

〇若い世代の接種対象者やその家族の心に響く普及啓発の推進 

・ＨＰＶワクチン接種に関心を高めるための啓発動画の作成と、 

県ホームページやＳＮＳなどを活用した効果的な情報発信 

・ＨＰＶワクチンの効果や接種しないことによるリスクなど、 

ワクチン接種を身近に感じることのできるリーフレットの 

作成や、地域情報誌での特集広告の掲載 
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地域医療構想推進事業 

医療機能分化連携推進事業 

    ≪医療政策課≫ 

6,888千円 

483,784千円 

 

趣   旨 

地域医療構想の実現や保健医療計画の推進に向け、「地域医療構想調整会議」等を通じ

た医療関係者等の協議を促進するとともに、回復期機能の確保や自主的な病床機能の再

編を支援し、医療機能の分化・連携を推進します。 

事業の概要 

◇地域医療構想推進事業 

各医療圏において、医療関係者や保険者、行政等で構成する「地域医療構想調整会

議」や「地域医療対策協議会」を開催し、地域の病院・診療所が担う医療機能の役割

分担・相互連携や、取組を支援するための地域医療介護総合確保基金の活用など、地域

医療構想の実現や保健医療計画の推進に向けた協議を実施 

◇医療機能分化連携推進事業 

〇回復期機能の確保 

地域医療構想調整会議において合意が得られた回復期病床への転換等のために

行う医療機関の設備整備費を助成 

【負 担 割 合】 県 １／２ 事業者 １／２ 

【補助対象経費】 回復期設備：リハビリ等の機能強化に必要な機器等の導入経費 
 

〇病床機能再編の支援 

地域医療構想調整会議及び医療審議会の合意を踏まえて行う自主的な病床削減
や病院の統合による病床廃止の取組への給付金の交付 

【補  助  額】 定額補助（廃止病床１床あたり病床稼働率に応じた額を交付） 

 

 

 

 

 



【効率的で質の高い医療提供体制の確保】 
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在宅医療提供体制充実支援事業  

   ≪医療政策課≫ 
35,466千円 

趣   旨 

県民が住み慣れた地域で自分らしい生活を続けることができるよう、高齢化の進行に

伴う在宅医療需要の増大に対応し、多職種が連携した包括的な在宅医療の提供体制を整

備するとともに、在宅医療に対する県民の理解促進を図ります。 

事業の概要 

○全県を対象とした研修会の開催 

  在宅医療への新規参入の促進や専門職同士の連携強化に向けて、県内の保健医療

介護関係者を対象に、基礎的な知識に関する講演や先進事例の紹介等を行う研修会

を開催 

 

○在宅医療圏ごとの体制構築 

  各地域において、在宅医療に必要な連携を担う拠点(郡市医師会や市町等)を中心

に、在宅医療提供体制の整備や県民の理解促進に向けた取組を推進 

・在宅医療を行う医療機関の確保 

・多職種による連携体制の構築 

・地域住民への普及啓発 

 

 



【効率的で質の高い医療提供体制の確保】 
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訪問看護提供体制推進事業 

≪医療政策課≫ 
12,000千円 

趣   旨 

  地域における訪問看護提供体制の安定化と推進を図るため、訪問看護総合支援センター

を設置し、訪問看護ステーションの活動を支援します。 

事業の概要 

 ＜施策推進体制の確立＞ 

  専門的知見を有する者による訪問看護の様々な課題を一体的・一元的に解決する体制

を構築 

＜専門職による相談対応＞ 

  訪問看護事業所開設者や管理者等を対象とした相談窓口を設置 

・事業所の開設、運営等に係る相談対応 

・人材確保、人材育成に係る相談対応 

＜人材の確保＞ 

ナースセンターと連携した人材確保の促進 

・潜在看護師、プラチナナース等の就業促進 

・若手看護師確保に向けた取組の実施 

・離職防止対策の検討 

＜人材の育成＞ 

訪問看護職員を対象とした研修体制の整備 

・経験年数や職位に応じた研修の実施 

・事業所が利用できる人材育成マニュアルの作成 

・専門職等の訪問による人材育成に係る相談対応 

 



【地域における安定的な医薬品の供給体制の確保】 
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地域医薬品提供に係るＩＣＴ活用支援事業 

≪薬務課≫ 
930千円 

趣   旨 

へき地等で近くに薬局がない「薬局空白地域」における医薬品等の提供体制を構築す

るため、オンライン服薬指導などＩＣＴを活用したサービスを実装し、誰もがどこでも

安心して医薬品等を使用できる仕組みづくりを推進します。 

事業の概要 

○へき地の医薬品等提供に係るＩＣＴ活用推進会議の開催 

令和６年度のオンライン服薬指導の実装事例及びへき地の医薬品等提供に係る研

究会での検討結果等をもとに、へき地の医薬品等提供に係るＩＣＴ活用を推進するた

めの会議を開催し、更なる実装の推進を図るための方策を検討 

 

○今後実装する地域に向けた説明会・相談会の開催 

  オンライン服薬指導を実装しようとする地域の市町担当者・地域薬剤師会向けに説

明会・相談会を開催し、導入を支援 

 

へき地等での ICT を活用した医薬品提供を支援 



【地域包括ケアシステムの深化・推進】 
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地域包括ケアシステム推進強化事業 

≪長寿社会課≫ 
58,278千円 

趣   旨 

高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地域包括ケ

アシステムの深化・推進に向け、システムを支える人材の確保・育成や、サービスの円

滑な提供に向けた取組を推進します。 

事業の概要 

〇介護人材総合確保事業 

   介護人材の確保、定着及び育成等に向けた総合的な取組や基盤整備を推進 

   ・山口県介護人材確保対策協議会・研究会の運営 

・介護事業所認証評価制度の運営による働きやすい介護職場づくりの推進 

・地域包括支援センター機能強化研修の実施 

・人材バンクを通じた市町等が開催する地域ケア会議等への専門職の派遣 

・介護職員処遇改善加算等の新規及び上位の加算取得に向けた支援 

〇介護人材キャリアアップ・定着促進支援事業 

介護職員のキャリアアップや研修受講機会の確保、定着促進に向けた支援など、

働きやすい職場づくりを支援 

   ・新任職員に対する介護職員初任者研修等の受講料を助成 

   ・小規模介護事業所職員等の資質向上研修の実施 

   ・介護職員の研修受講に際し、研修代替職員の雇用費用を一部助成 

   ・管理者向け雇用管理・人材育成研修の実施 

   ・介護職員エルダー・メンター制度の導入支援 

○医療・介護連携人材確保事業 

   市町の在宅医療・介護連携推進に向けた取組支援や、連携を推進するための人材を

確保・育成 

   ・医療介護連携を推進する地域包括支援センター職員等の資質向上研修の実施 

・介護職員等の医療的知識・技能習得（口腔ケア、低栄養予防）に向けた研修、認

定看護師出前講座、喀痰吸引等研修の指導者養成研修の実施 

〇介護予防人材確保・育成事業 

介護予防ケアマネジメントの推進や介護予防を担う人材を確保・育成 

   ・介護予防ケアマネジメント従事者の資質向上研修の実施 

・地域との連携を推進するリハビリ専門職の養成研修の実施 

・介護予防・日常生活支援総合事業の実施に係る市町への伴走的支援の実施 
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 〇介護予防活動促進事業 

リハビリ専門職と連携して、市町の効果的な介護予防の取組を支援 

・リハビリ専門職と市町介護予防担当者との連携を推進するための研修の実施 

○生活支援人材確保事業 

   生活支援サービスを提供する担い手を養成し、市町の取組を支援 

   ・地域で生活支援サービスの開発等を担うコーディネーターの養成研修の実施 

 

 

 

 

 

 

 

地域包括ケアシステム 



【地域包括ケアシステムの深化・推進】 
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認知症施策総合推進事業 

≪長寿社会課≫ 
21,822千円 

趣   旨 

認知症になってからも、尊厳を保持しつつ希望を持って、できる限り住み慣れた地域

で安心して暮らし続けることができるよう、本人や家族の視点に立った認知症施策を総

合的に推進します。 

事業の概要 

○理解促進・本人視点の地域づくり事業 

  ・やまぐち希望大使の運営 

   ともに地域づくりに参画する認知症の人を大使に委嘱し普及啓発等を実施 

・本人視点の地域づくりの推進 

 やまぐち希望大使等認知症の人の発信や活動を通じた地域づくりを促進 

キャラバン・メイト(県民向け認知症講座の講師役)の養成研修の実施 

認知症の人の地域生活をサポートするチームづくり等への支援 

本人ミーティングの開催や本人の声・視点を重視したセミナーの開催 

認知症カフェサミット（講演会・活動紹介、パネル展示等）の開催 

○人材育成事業 

  ・オレンジドクター制度の運営 

もの忘れや認知症の相談支援等を行う医師を役割に応じて独自に登録 

オレンジドクター：認知症本人や家族への相談・支援等 

PREMIUMｵﾚﾝｼﾞﾄﾞｸﾀｰ：オレンジドクター等による認知症診療への支援 

  ・医療・介護従事者向け認知症対応力向上研修の実施 

【対象】認知症サポート医、かかりつけ医、歯科医師、薬剤師、看護職員、介護職員 

○広域的支援・相談体制構築事業 

・認知症を診断できる医師等による広域的な巡回相談会の開催 

・高齢者虐待防止に関する研修や専門職の派遣 

○若年性認知症対策推進事業 

  ・相談支援窓口の設置と圏域内ネットワーク推進のための検討会議・研修会の開催 

・認知症カフェ等を活用した本人の集いの開催 



【介護人材の確保と介護現場の業務効率化】 
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介護人材確保総合対策事業 

≪厚政課≫ 
44,661千円 

趣   旨 

拡大、多様化する福祉・介護ニーズに的確に対応できるよう、学生等の新たな人材の 

参入促進など多様な人材の確保・育成に取り組むとともに、福祉・介護職の魅力発信に 

よる職業イメージの向上の取組を推進します。 

事業の概要 

＜多様な人材の参入促進＞ 

○介護福祉士修学資金等貸与事業 

    介護福祉士養成施設に在学する者等を対象に、修学資金や再就職準備金等を貸与 

 

対 象 貸付金額 貸付期間 免除要件 

介護福祉士養

成施設在学者 

・月額５万円 

・入学・就職準備金各２０万円 

・国家試験対策費 年額４万円 

介護福祉士養

成施設在学期

間 

５年間従事 

実務者養成施

設在学者 
２０万円 

実務者養成施

設在学期間 
２年間従事 

再就職者 ４０万円 再就職する際 ２年間従事 

福祉系高校在

学者 

・修学準備金年額３万円 

・就職準備金 ２０万円 

・介護実習費 年額３万円 

・国家試験対策費 年額４万円 

福祉系高校在

学期間 
３年間従事 

他業種からの

参入者 

・介護分野 ２０万円 

・障害福祉分野 ２０万円 
就職する際 ２年間従事 

 

○介護就労総合支援事業 

全年齢を対象に介護業務に必要な基礎的な知識・技術を学ぶ研修を実施するなど、 

介護助手を含む、多様な職種について、新規就職・再就職を促進 

 

○外国人介護留学生奨学金等支援事業 

介護福祉士の資格を取得し、県内の介護施設等で就労する意欲のある外国人留学 

生を支援するため、介護施設等が介護福祉士養成施設等の留学生に給付する奨学金 

等に対して助成 

 

○経済連携協定（EPA）に基づく外国人介護福祉士就労支援事業 

外国人介護福祉士候補者の受入施設に対し、研修や学習に係る経費を助成 
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＜福祉・介護の魅力発信＞ 

 ○福祉・介護職の魅力発信 

   福祉・介護の仕事の魅力を発信するイベントの開催、関係団体が実施するセミナー等

の費用助成などにより、福祉・介護職のやりがいや魅力を発信 

 

 ○福祉・介護の教室推進事業 

   学校において、児童・生徒等に対し、福祉・介護現場の職員を講師とした福祉・ 

介護の教室を実施 

 

○福祉の魅力発見！親子バスツアー事業 

  小学生親子が県内の介護施設を訪問し、福祉・介護の職場や仕事の魅力を知って 

もらうバスツアーを実施    

 

＜将来的な担い手の育成＞ 

○次世代の担い手等育成推進事業 

中高生等を対象とした「福祉の職場体験」を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【介護人材の確保と介護現場の業務効率化】  
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外国人介護留学生マッチング支援事業 

≪厚政課≫ 
9,260千円 

趣   旨 

 質の高い介護人材の安定的な確保に向け、ベトナム・ビンズン省と連携し、介護施設

における介護留学生の受入れ促進、就労の定着を図る。 

事業の概要 

○留学希望者と施設等とのマッチング、受入れ支援 

 ・受入れを希望する施設向けセミナーの開催と参加施設の募集 

 ・留学希望者を対象とした現地説明会の開催 

 ・留学希望者と施設等の双方の希望を踏まえた面談の実施、受入れ先の調整 

 ・留学生の来日手続き等に関する関係機関と連携した支援の実施 

  

○留学生と施設へのフォローアップ 

  ・日本の地域生活のルールや日本語・介護技術の学習に関する留学生向け研修の開催 

・留学生への生活支援、行政手続きの方法等に関する施設向けのセミナーの開催 

・各種相談対応の実施 

 

 

 

 

 

 

 



【介護人材の確保と介護現場の業務効率化】 
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新 
介護生産性向上推進総合事業 

≪長寿社会課≫ 
688,214千円 

趣   旨 

介護事業所が、将来にわたり持続可能で充実したサービスを提供できるよう、介護テ

クノロジー（ＩＣＴ・ロボット）の活用と定着を通じた「介護現場の生産性向上」を推

進します。 

事業の概要 

○介護生産性向上総合相談センターの運営 

生産性向上に関する様々な施策を一括して取り扱う総合相談センターを設置・運営 

○介護現場革新会議の開催 

関係団体等と連携して、生産性向上を推進 

○介護テクノロジー定着支援補助金 

介護テクノロジー機器の導入・定着を支援 

［補 助 率］3/4  

［補助上限］1,000万円/事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴ（介護記録ソフト）   介護ロボット       見守り機器 

 

 

 


